
地球温暖化対策に係る社会情勢

世界の動き

・2015年11月から12月までフランス・パリで開催されたCOP21で
パリ協定が採択され，世界共通の目標として「世界的な平均気温上
昇を産業革命以前に比べて２℃より十分低く保つと共に，１．５℃
に抑える努力を追求すること」等が合意された。
・パリ協定は，２０１６年１１月４日に発効し、我が国は同年１１
月８日に締結した。

達成するためには
１．５℃：世界全体の温室効
果ガス排出量を２０５０年頃
に実質ゼロにする
2℃：世界全体の温室効果ガス
排出量を２０７５年頃には実
質ゼロにする

我が国の動き

資料１－２
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・令和２年１０月菅首相(当時)が温室効果ガスの排出量を２０５０年
までに実質ゼロとする「カーボンニュートラル」を宣言
・地球温暖化対策推進法の改正
 改正地球温暖化対策推進法は，令和４年４月１日に施行
 2050年カーボンニュートラルを基本理念として法定化

・地球温暖化対策計画の改定
 地球温暖化対策計画を令和３年１０月２２日に閣議決定
 2050年目標と整合的で野心的な目標として、2030年度に温室

効果ガスを2013年度から46％削減することを目指す。

改定前の地球温暖化対策計画
の目標値は，2030年度に26%
削減
⇒かなり高い目標設定であり，
実現に向けては行動変容が必
要



我が国の温室効果ガス排出量の現状
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・2014年以来、６年連続で温室効果ガスを削減

・2019年度の温室効果ガス総排出量は、12億1,200万トン

⇒2013年度の総排出量（14億800万トン）と比べて14.0％減

（出典）地球温暖化対策計画

排出量が減少した要因
エネルギー消費量の減少（省エネの進
展）
電力の低炭素化（再生可能エネルギーの
導入拡大、原子力発電所の再稼働等）に伴
う電力由来の二酸化炭素排出量の減少等

2013年度からの推移では減少傾向にあるも
のの，新たに国が定めた目標の46%削減を
達成するためには更なる取組が必要



我が国の温室効果ガス排出量の現状（部門別）
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・部門別に見ると、産業部門、運輸部門、商業・サービス・事業所等の業務その他部門及び家庭部門
からの排出量は全て減少傾向

・2019年度で2013年度比17.0％減（産業部門）、同8.2％減（運輸部門）、同18.8％減（業務その
他部門）、同23.3％減（家庭部門）

（出典）地球温暖化対策計画



我が国の新たな排出削減の目標値（２０３０年度まで）
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柏市の温室効果ガス排出量の現状
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令和４年２月２５日の市議会第１回定例会で，「気候危機宣言」を行い，２０５０年度までに二酸化
炭素排出実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ」を表明

市民・事業者が気候変動の現状を知り，行動変容の必要性を認識する機会とするとともに，温暖化対
策や異常気象への備えを促進する

柏市気候危機宣言（ゼロカーボンシティ宣言）

柏市の年間温室効果ガス排出量：２１５万７千トン ※令和元年度実績

温室効果ガス排出量の部門別の内訳

部門 排出内容

家庭部門 家計の住宅内における排出

業務部門・そ
の他

商業，サービス業等の第三次産業の
事業所内部における排出

産業部門 第一次，第二次産業の工場・事業所
内における排出

運輸部門 企業，家計の輸送・運搬による排出

廃棄物部門 清掃工場での廃棄物処理による排出



柏市の温室効果ガス排出量の推移と基準値
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２０１６年度をピークに排出量は減少傾向
排出量が減少した理由としては，気候の影響により電気使用量や燃料使用量が減少したことや，

省エネの進展によるものと考えられる

２０１８年度に大幅に排出量
が減少した要因(推測)
・暖冬等の気候の影響により
各家庭で使用する電気や灯油
等の燃料使用量が減少
・産業部門等で省エネが進展
したことによるもの減少傾向

△46％


